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今後の復旧・復興に向けて

〇被災者に寄り添ったきめ細かな生活支援

➤復興生活再建支援チーム（昨日説明）

大きな２本柱

〇創造的復興
➤基本的考え方

農林水産業・伝統産業・観光産業を柱とする能登地域の特性を活かした
なりわいの再建に向けて、これまで能登が育んできたコミュニティを大事
にし、地域の人々の意見をお聞きしながら、将来の街づくりを進めていく

⇒ なりわい再建支援チームの発足（本日説明）
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「なりわい再建支援チーム」の編成

なりわい再建支援チーム

➤ 能登の主力産業である農林水産業・伝統産業・観光産業を柱と
して、なりわいの再建に向け、それぞれの産業の復旧・復興に必要
な施策を、地域の人々の意見をお聞きしながら、累次にわたり取り
まとめ、国など関係機関に示していく

➤ こうした作業を創造的復興の素地としていく

（目的）
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「なりわい再建支援チーム」体制

光永商工労働部長
(実務者：西村産業戦略監)

竹内観光戦略推進部長
(実務者：鈴木観光企画課長)

竹沢農林水産部長
(実務者：垰野農業経営戦略課長)

知事・両副知事

各産業の復旧・復興に必要な施策を累次にわたり取りまとめ、なりわい再建に繋げていく

チーム長 高橋企画振興部長 （実務者：嶋田企画課長）



応急的なお住まいの支援 当面の見通し（令和６年能登半島地震）
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一部
損壊

全壊 半・準半壊 大規模半壊
被害を受けているが、修理すれば居住可能なもの

自己負担
により修理

応急修理
制度

応急仮設住宅
（建設型）

賃貸型応急住宅
（みなし仮設）

公営住宅
の提供

ライフライン復旧後帰宅
数百～数千戸

３月末までに
約3千戸着工

３月末までに
約8百戸提供

１ ２ ３ ４
（受付中） （受付中） （受付中）（順次完成予定）

現在
約3千8百戸提供

被害が大きく居住できないもの

３月末までの見通し 約１万５千戸（提供約１万３千戸）

他に、県外
約8千戸提供

全壊 大規模半壊半壊

の住宅に入居されても に住み替え可２３ ４

⇒ ３月末以降もライフライン復旧後の帰宅状況や、 からの住み替え
希望を伺いながら 「応急仮設住宅」を建設し、ふるさとでの生活を実現２

３ ４

建築住宅課
076(225)1775

災害救助法が適用された市町で被災された方
（ 野々市市、川北町を除く県内１７市町）

応急的なお住まいの需要
9千戸以上



応急的な住まいの供給計画

【入居可能60戸】 【入居可能300戸】

1,000戸1,000戸

【入居可能1,300戸】

１月 ２月 ３月

賃貸型応急住宅
（みなし仮設）

応急仮設住宅
（建設型）

公営住宅
（県内・県外）

1,000戸 ３月末までに
約3千戸着工

３月末までに
約8百戸提供

現在
約3千８百戸提供

３月末までの見通し 約１万５千戸（提供約１万３千戸）

100戸500戸 200戸

[入居決定824戸]

県
内 [入居決定174戸]

[入居決定145戸]

着工２

３

４

8,000戸

3,800戸

県
外

建築住宅課
076(225)1775 -５-

現在
約8千戸提供



応急仮設住宅のタイプ
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従来型 まちづくり型（熊本モデル） ふるさと回帰型（石川モデル）

目 的

迅速かつ大量に供給し、
避難所生活を早期解消

里山里海景観に配慮した
新たなまちを整備

地元集落を離れ、みなし仮設等で
生活する被災者がふるさとに回帰

構 造 プレハブ※ 木造（長屋） 木造（戸建風)

建設時期 被災直後～ 復興初期～ 復興中期～

団地規模 ３０～１００戸以上 １０～５０戸程度 ５～１０戸程度

工 期 ５週間程度 ２ヶ月程度 ２ヶ月程度

建 設 地
グラウンド、公園 等

（将来的に撤去必要）
市街地や近郊の

まとまった空き地 等
集落内の空き地 等

入
居
期
間

終
了
後

建物 撤去(リース形式)
市町営住宅への転用 等 市町営住宅への転用 等

土地 現状回復

※従来の組立型に加え、移動式住宅も活用


